
 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

2 0 2 6 年 ９ 月 1 5 日 

 

各 位 

 

日 本 証 券 業 協 会 

 

パブリックコメントの募集について 

 

 本日付けで、下記の事項について別紙のとおりパブリックコメントを募集することといた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

○ 「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』に関する細則」等の

一部改正案について 

 

募集期間： 2026年９月 15日(火)から 2026年 10月 14日（水)17時 00分まで 

所 管： 公社債分科会 

内 容： 本協会が 2015 年 11 月２日より開始した「社債の取引情報の発表制

度」（以下「発表制度」という。）においては、社債の流動性に与える影

響等について定期的に検証を行い、必要に応じて発表対象銘柄、発表事

項、発表方法及び発表時間等について見直しの検討を行うこととしてい

る。 

現行の発表制度においては、銘柄格付がＡＡ格相当以上である社債及

びＡ格相当かつ発行額が 300 億円以上である社債（劣後特約付きのもの

及び残存年数が 20 年以上のものを除く。）の取引を発表対象としている

が、「社債の価格情報インフラの整備等に関するワーキング・グループ」

において検討を行った結果、一層の社債市場の透明性及び投資家の利便

性向上の観点から、発表対象銘柄の範囲を拡大することについて合意を

得たことから、「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関

する規則』に関する細則」等の一部を改正することとする。 

 

 パブリックコメントの募集方法 

郵便又は本協会 Webサイト経由により募集 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２丁目 11番２号 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 あて 

本協会 Web サイト経由の場合 https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=37 

 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=37


 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

○本件に関するお問い合わせ先：自主規制本部  公社債・金融商品部 （TEL：03-6665-6771） 

 

以  上 
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「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』 

に関する細則」等の一部改正案について 

令 和 ８ 年 ９ 月 1 5 日 

日 本 証 券 業 協 会 

日 本 証 券 業 協 会 

 

Ⅰ.改正の趣旨 

本協会が 2015年 11月２日より開始した「社債の取引情報の発表制度」（以下「発表制

度」という。）においては、社債の流動性に与える影響等について定期的に検証を行い、

必要に応じて発表対象銘柄、発表事項、発表方法及び発表時間等について見直しの検討を

行うこととしている。 

現行の発表制度においては、銘柄格付がＡＡ格相当以上である社債及びＡ格相当かつ

発行額が 300億円以上である社債（劣後特約付きのもの及び残存年数が 20年以上のもの

を除く。）の取引を発表対象としているが、「社債の価格情報インフラの整備等に関する

ワーキング・グループ」において検討を行った結果、一層の社債市場の透明性及び投資家

の利便性向上の観点から、発表対象銘柄の範囲を拡大することについて合意を得たこと

から、「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』に関する細則」

等の一部を改正することとする。 

 

Ⅱ.改正の骨子 

発表対象となるＡ格相当の社債について、発行額の要件を現行の 300億円以上から 100

億円以上に引き下げるとともに、現行、対象から除外している残存年数が 20年以上の銘

柄についても対象とする。 

（「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』に関する細則」第７

条第１項第１号ロ並びに「社債の取引情報の発表に関する取扱いについて」（ガイドラ

イン）２．（１）及び７．） 

 

Ⅲ.施行の時期 

この改正は、令和９年１月７日から施行し、同日付けの発表から適用する。 
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パブリックコメントの募集スケジュール等 

(1) 募集期間及び提出方法 

① 募集期間： 

2026年９月 15日(火)から 2026年 10月 14日(水)17:00まで(必着) 

② 提出方法： 

郵便又は協会ホームページ内専用フォームにより下記までお寄せください。 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２－11－２ 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 宛 

専用フォームの場合：https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=37 

 (2) 意見の記入要領 

件名を「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』に

関する細則等の一部改正に対する意見」とし、次の事項を御記入のうえ、御意見

を御提出ください。 

     ① 氏名又は名称 

     ② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等） 

     ③ 法人又は所属団体名（法人又は団体に所属されている場合） 

     ④ 意見の該当箇所 

     ⑤ 意見 

     ⑥ 理由 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 （TEL 03-6665-6771） 

 

 

以  上 

 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=37


 

「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』 

に関する細則」の一部改正案について 

令和８年９月 15日 

（下線部分変更） 

改  正  案 現     行 

  

（社債の取引情報の発表） （社債の取引情報の発表） 

第７条 規則第 11 条の３の規定による社債

の取引情報の発表は、次の各号に定める

ところによる。 

 

 

第７条   （ 同   左 ） 

１ 発表対象の社債 １ 発表対象の社債 

発表対象の社債は、次のいずれかに

該当するものとする。ただし、本協会

が別に定めるところに従い発表停止の

措置を講じた社債を除く。 

 （ 同   左 ） 

  イ   （ 現行どおり ）   イ   （ 省   略 ） 

  ロ 当該社債の銘柄格付がＡ格相当

で、発行額が 100 億円以上であるも

の（劣後特約付きのものを除く。） 

  ロ 当該社債の銘柄格付がＡ格相当

で、発行額が 300 億円以上であるも

の（劣後特約付きのもの及び残存年

数が 20年以上のものを除く。） 

 ２～４  （ 現行どおり ） ２～４  （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

付   則  

 この改正は、令和９年１月７日から施行

し、同日付けの発表から適用する。 

 

 

 



「社債の取引情報の発表に関する取扱いについて」の一部改正案について 

 

令和８年９月 15日 

（下線部分変更） 

改  正  案 現     行 

  

２．発表対象の社債及び取引 ２．発表対象の社債及び取引 

  発表対象の社債及び取引は、規則第 11

条の２に基づき会員から報告を受けた社

債の取引のうち、次に定めるものとす

る。 

  （ 同   左 ） 

（１）発表対象の社債 （１）発表対象の社債 

  発表対象の社債は、次のいずれかに該

当する（以下「発表基準」という。）もの

とする。ただし、「８．発表停止の取扱

い」に基づき発表停止の措置を講じた社

債を除く。 

  （ 同   左 ） 

①    （ 現行どおり ） ①    （ 省   略 ） 

 ② 当該社債の銘柄格付がＡ格相当で、

発行額が 100 億円以上であるもの（劣

後特約付きのものを除く。） 

 ② 当該社債の銘柄格付がＡ格相当で、

発行額が 300 億円以上であるもの（劣

後特約付きのもの及び残存年数が 20 年

以上のものを除く。） 

 （注１）～（注３）（ 現行どおり ）  （注１）～（注３）（ 省   略 ） 

  

７．発表対象銘柄の更新 ７．発表対象銘柄の更新 

  発表対象銘柄の更新は日次で行い、毎

営業日、当日の発表対象銘柄の一覧を本

協会ホームページにより発表する。 

  （ 同   左 ） 

 （注１）～（注３）（ 現行どおり ）  （注１）～（注３）（ 省   略 ） 

（ 削   る ）  （注４）発表対象銘柄に該当しない銘柄

（銘柄格付がＡ格相当かつ発行

額が 300 億円以上で、劣後特約

付きでないもの）が残存年数 20

年未満となったことにより発表

基準に該当する場合、残存年数

が 20 年未満となった日の２営業

日後の日（残存年数が 20 年未満

となった日の翌営業日に報告さ

れた取引）から発表対象銘柄に

追加（取引情報の発表を開始）

する。 

  

付   則  

 この改正は、令和９年１月７日から施行

し、同日付けの発表から適用する。 

 

 



「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び
売買値段に関する規則』に関する細則」等の

一部改正案に関するパブリックコメントの募集について

2026年９月15日

日本証券業協会



１．検討の経緯

◆ 2012年７月に公表された報告書「社債市場の活性化に向けた取組み」において、社債の流通市場
の活性化を図るため、社債の取引情報の公表が社債の流動性等に与える影響を考慮のうえ、全銘
柄を対象とした社債の取引情報の公表を段階的に進めていくことが提言された。

◆ これを踏まえ、2015年11月の「社債の取引情報の発表制度」（以下「発表制度」という。）開始以
降、「社債の価格情報インフラの整備等に関するワーキング・グループ」（WG)において、定期的に発
表制度が社債の流動性に与える影響等の検証及び制度の見直しの検討を行っている。

◆ これまでの定期検証において制度の見直しを行った結果、現行の発表対象基準は以下のとおりとなっ
ている。※太字箇所は、2025年11月に拡大された要件

◆ 今般、本年６月に開催したWG会合において、大口投資家向けアンケートの結果や昨今の社債市場
環境等を踏まえ、一層の社債市場の透明性及び投資家の利便性向上の観点から、次頁のとおりA
格相当の発表対象銘柄を拡大することについて合意を得たことから、「『公社債の店頭売買の参考値
等の発表及び売買値段に関する規則』に関する細則」及び「社債の取引情報の発表に関する取扱い
について」（ガイドライン）の一部を改正することとする。

【現行制度】

① 銘柄格付がＡＡ格相当以上であるもの

② 銘柄格付がＡ格相当で、発行額が300億円以上であるもの
（劣後特約付きのもの及び残存年数が20年以上のものを除く。）
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２．規則改正案の概要等について

＜規則改正案の概要＞

➢ 発行額要件（発行額300億円以上）を100億円以上に引下げる

➢ A格銘柄のうち残存20年以上の超長期債について発表対象とする

⇒日銀によるマイナス金利政策等の解除及び社債買入れ停止以降、並びに直近の超長期金利の大幅な変動局面にお
いて、社債取引の流動性に特段の支障は認められず、拡大対象となる銘柄についても一定の取引量が確認されている
ことから、発表対象の拡大による市場への悪影響は僅少と考えられる。よって、A格相当の社債について、発行額要件
を300億円以上から100億円以上に引き下げるとともに、残存期間20年以上の銘柄についても発表対象に追加する。

現行の発表対象（2025年） 拡大後の発表対象（試算結果）

銘柄数 (4,074銘柄) 2,528銘柄 62.05％ 3,508銘柄 (+980銘柄) 86.11％ (+24.06㌽)

取引件数 (45,512件) 24,496件 53.82％ 35,442件 (+10,946件) 77.87％ (+24.05㌽)

取引金額 (13兆1,780億円) ７兆2,975億円 55.38％ 10兆27億円 (+２兆7052億円) 75.90％ (+20.52㌽)

＜発表対象拡大による効果（発表対象カバー率の向上）＞

※ 2025年１月～12月の1億円以上の社債取引を基に試算。銘柄数は2025年12月末時点の数値。

改 正 案 現 行

① 銘柄格付がＡＡ格相当以上であるもの ① 銘柄格付がＡＡ格相当以上であるもの

② 銘柄格付がＡ格相当で、発行額が100億
円以上であるもの
（劣後特約付きのものを除く。）

② 銘柄格付がＡ格相当で、発行額が300億
円以上であるもの
（劣後特約付きのもの及び残存年数が20
年以上のものを除く。）

2



社債の取引情報の発表制度の概要

（参考）社債の取引情報の発表制度の概要

発表方法 日証協ホームページにより、毎営業日、午前９時を目途に前日の取引について発表

発表対象の取引 取引数量が額面1億円以上の取引

発表対象の社債 【制度開始時】
次に掲げる全ての要件を満たす社債
① 当該社債の銘柄格付がＡＡ格相当以上
② 当該社債の銘柄格付を二以上取得、又は、当該社債の発行体が発行体格付を二以上取得
【現行制度】
次のいずれかに該当する社債
① 銘柄格付がＡＡ格相当以上であるもの
② 銘柄格付がＡ格相当で、発行額が300億円以上であるもの
（劣後特約付きのもの及び残存年数が20年以上のものを除く。）

発表対象銘柄の
更新頻度・発表
時期

【制度開始時】
毎月15日時点の情報に基づき発表対象銘柄を更新の上、毎月20日に翌月の銘柄一覧を発表。
新規発行銘柄について、発行日から発表開始まで30営業日程度を要する場合がある。
【現行制度】
発表対象銘柄の更新を日次で行い、毎営業日、当日の発表対象銘柄の一覧を発表。
新規発行銘柄については、発行日から発表開始までの期間が10営業程度に短縮。

発表事項 【制度開始時】
①約定年月日 ②銘柄コード ③銘柄名 ④償還期日 ⑤表面利率
⑥取引数量（額面金額ベース）⑦約定単価 ⑧売買参考統計値（平均値）
【現行制度】
上記の項目の他、「売買の別」を追加
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時期 検討の内容

2009年７月 「社債市場の活性化に関する懇談会（社債懇）」設置

国際的な金融危機を背景に我が国社債市場の活性化を図るため、社債懇（座長 福井俊彦キヤノング
ローバル戦略研究所理事長）を設置した。

2010年６月 社債懇報告書「社債市場の活性化に向けて」 公表

社債懇での議論の内容を取りまとめ、我が国社債市場が抱える課題を整理するとともに、今後の取組み方
針を示した。社債の取引情報については、米国・英国の制度を参考に取組みを進める必要があるとされた。

2012年７月 社債懇部会報告「社債市場の活性化に向けた取組み」公表

「社債市場の活性化に向けて」 にて提示された取組みについて、各部会での検討結果を取りまとめた。社
債の取引情報については、社債の価格情報の透明性を高めて信頼性を確保することが重要であり、米国・Ｅ
Ｕ・韓国等の取組みを参考に、社債の取引情報の報告を求め、公表する取組みを進めることが示された。ま
た、我が国社債の流通市場の現状を踏まえ、信用リスクが相対的に大きい企業の社債の流動性や市場参加
者の売買動向等への影響に対する懸念から、社債の取引情報の公表に当たっては、公表対象銘柄、公表
方法及び公表日に関して、段階的に公表を進めることとされた。

2013年９月 「社債の価格情報インフラの整備等に関するワーキング・グループ」設置

「社債の価格情報インフラの整備」等について実施に向けた必要な措置等の検討を行うため、同ワーキング・
グループ（主査 野村修也 中央大学法科大学院教授）を設置した。

2015年11月 「社債の取引情報の報告・発表制度」 開始

社債の取引情報の報告・発表制度を開始した。また、制度開始以後も同制度が社債の流動性に与える影
響等について定期的に検証を行い、必要に応じて制度見直しの検討を実施（詳細は次頁）している。

社債の取引情報の発表制度の検討の背景・経緯

（参考）社債の取引情報の発表制度の検討の背景・経緯
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（参考）過去の定期検証による制度見直しについて

施行時期 見直し内容

2015年11月 社債の取引情報の報告・発表制度の開始

①当該社債の銘柄格付がＡＡ格相当以上、かつ、②当該社債の銘柄格付を二以上取得、又は、当該社債の発行
体が発行体格付を二以上取得の銘柄を公表

2017年3月 発表対象基準における複数格付要件の撤廃

複数格付要件（銘柄格付を二以上取得or発行体格付を二以上取得）によって、一部の高格付銘柄が社債の取引
情報の発表対象から除外されていることに市場関係者が違和感を有しているとの意見を受け、本要件を撤廃した。

2018年10月 発表事項における「売買の別」の追加

投資者の利便性向上の観点及び証券監督者国際機構（IOSCO）より公表された市中協議報告書※を踏まえ、報
告事項及び発表事項に「売買の別」を追加した。

2021年４月 発表対象基準の拡大（A格の一部まで）

社債市場の透明性及び投資家の利便性向上の観点から、発表対象銘柄をAA格からA格の一部にまで拡大した（流
動性や投資家層の違い等に考慮し、A格の一部を除外）。

2021年12月 時系列データの発表

利用者におけるデータの取得に係る利便性向上の観点から、過去分の取引情報について、これまでの「営業日毎のデー
タ」に代えて、「年間の時系列データ」を掲載することとした。

2024年２月 新発債の発表開始時期の早期化

新発債に係る取引情報の発表開始時期について、発行日によって銘柄毎に発表開始までの期間が異なる取扱い（発
行日から最長約30営業日後の発表）を変更し、一律に発行日の10営業日後より取引の発表を開始することとした。

2025年11月 発表対象基準の拡大（発行額300億円以上、Aマイナス格相当まで）

社債市場の透明性及び投資家の利便性向上の観点から、発表対象銘柄を「Ａ格相当（Ａマイナス相当を除く）で発
行額500億円以上」から「Ａ格相当で発行額が300億円以上」まで拡大した。

※2017年8月14日「社債流通市場における監督上の報告と公的透明性」（Regulatory Reporting and Public Transparency in the Secondary Corporate Bond 
Markets）において、規制当局への報告項目・透明性要件として、「社債の銘柄、価格、取引数量、売買の別、約定タイミングが含まれるべきである。」旨の記載がされた。

過去の定期検証による制度見直しについて
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